応募資格チェックリスト
応募者は、業務期間中、安全・円滑に対象施設を管理運営できる法人、もしくはその他の団体（以下、「法人等という」。）で、次の事項に該当するものとします。なお、個人での応募はできません。

	応募資格
	書類等
	確認

	（1）法人等が単独で応募する場合

①県内に本店又は支店、営業所等を有する法人等。

②単独で応募する事業者は、共同企業体で応募する法人等の代表団体及
び構成員になることはできません。（重複した応募は不可）
	登記簿（履歴事項全部証明書）
	□

	（2）共同企業体で応募する場合

①代表者：県内に本店又は支店、営業所等を有する法人等。

②構成員：県内外を問わず、登記簿上の本店又は支店を有する法人等。

③代表団体を定めたうえで、代表団体及び共同企業体の構成員間で協定
を締結すること。

④同一の法人等が、異なる複数の共同企業体の構成員になることはでき
ません。（重複した応募は不可）

※共同企業体を組織する全ての法人等においても、次の(3)から
(10)の全てを満たす必要があります。
	登記簿（履歴事項全部証明書）
共同企業体間の協定書(第5号様式）
	□

	（3）役員に破産者及び禁固以上の刑に処せられている者がいないこと。

（4）会社更生法及び民事再生法等による手続きをしていないこと。

（5）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団、反社会的勢力並びにそれらの利益となる活動を行うものでないこと。

（6）甲種防火対象物の防火管理者の資格を有する者を雇用していること（取得もしくは取得見込みを含む）。※共同企業体においては、代表者、構成員のいずれかで構いません。
	てんぶす那覇マネジメント事業
申請書兼誓約書
(第3号様式)
	□

	（7）地自治法施行例第167条の４第２項の規定により本市における一般競争入札等の参加を制限されていないこと。
	
	□

	（8）本市から指名停止措置を受けていないこと。
	
	□

	（9）直近3年間の国税（法人税、消費税）、都道府県税（法人事業税、特別法人事業税、　法人県民税）、市町村民税（法人市民税）を滞納していないこと。
	納税証明書
	□

	（10）本公募に応募しようとする日から過去１年以内に、指定管理者の
責めに帰すべき理由により、指定管理者の指定の取り消しを受け
ていないこと。
	
	□


提出書類チェックリスト
下記書類の作成や提出等に係る費用は応募者の負担とし、提出された書類や資料は返却しませ
ん。また、提出された書類等は、那覇市情報公開条例に基づく情報公開請求により公開する場合があります。
提出書類（No1～13 原本１部、No3 写し20部、CD-ROM1枚を提出してください）
	Ｎｏ
	書類
	確認

	1
	てんぶす那覇マネジメント事業申請書兼誓約書（第3号様式）
	□

	2
	てんぶす那覇指定管理者指定申請書（第4号様式）
	□

	3
	てんぶす那覇マネジメント事業提案書（任意様式）
	□

	4
	定款又は寄付行為及び履歴事項全部証明書。その他の団体にあっては、それに類する書類
	□

	5
	指定申請の日の属する事業年度の直前3事業年度における財産目録及び収支決算書指定申請の日の属する事業年度に設立された法人その他の団体にあっては、その設立時における財産目録
	□

	6
	申請の日の属する事業年度における法人の事業計画書及び収支予算書
	□

	7
	役員の名簿及び履歴書
	□

	8
	組織及び運営に関する事項を記載した書類
	□

	9
	現に行っている業務の概要を記載した書類
	□

	10
	納税証明書
・直近3年間の国税（法人税、消費税）、都道府県税（法人事業税、特別法人事業税、法人県民税）、市町村民税（法人市民税）の各納税証明書

・設立1年未満の法人の場合は、代表者の直近3年間の国税・都道府県税・市町村民税の各納税証明書
	□

	11
	企画提案事業を実施制作する主任者の経歴及び実務経験履歴を記載した書類
	□

	12
	共同企業体協定書（第5号様式）
	□

	13
	前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

※共同企業体の場合は、代表者及び他の構成員すべてにおいて、上記の添付書類Ｎｏ.4～10の書類を提出してください。
	□



